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○市貝町住宅リフォーム支援補助金交付要綱 

平成30年３月27日 

告示第17号 

改正 平成31年３月15日告示第９号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町民の居住環境の向上及び住宅関連産業を中心とする町内産業の活性

化を図るため、町民が町内業者を利用して行う住宅のリフォーム工事等に要する費用の一

部を補助することについて、市貝町補助金等交付規則（昭和51年規則第12号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 住宅 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 自己の居住の用に供する建築物 

イ 店舗、事務所、賃貸住宅その他の事業の用に供する部分と自己の居住の用に供する

部分がある建築物（以下「併用住宅」という。）にあっては、自己の居住の用に供す

る部分 

(2) リフォーム工事等 既存の住宅の安全性、耐久性、居住性、機能性等の維持又は向

上のために行う住宅の増築、改築等の工事であって別表第１に掲げるものをいう。 

(3) 町内業者 リフォーム工事を施工することができる町内に本社、支社等を有する法

人又は町内で事業を営む個人事業者（住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）に基づ

く町の住民基本台帳に記録されている者に限る。）であって、次のいずれかに該当する

者をいう。 

ア 町の入札参加資格者名簿に登録されている者 

イ 町の小規模工事等契約希望者制度に登録されている者 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいず

れにも該当する者とする。 

(1) 町内に住所を有する者 

(2) リフォーム工事等を行う住宅の所有者又は当該所有者の２親等以内の親族で、現に

当該住宅に居住している者。ただし、当該住宅の所有権を有する者（以下「所有権者」
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という。）が自己の他に複数いる場合は、当該住宅の所有権者全員によって合意された

代表者とする。 

(3) 補助金交付申請時において、当該住宅に居住している者全員に町税等及び公共料金

の滞納がない者。なお、所有権者が複数で当該住宅に居住していない場合も、その全員

に滞納がないこと。 

（補助対象住宅） 

第４条 補助金の交付の対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、次の各号の

いずれにも該当する住宅とする。 

(1) 町内に存する住宅であり、現に居住の用に供するもの 

(2) 補助金交付申請時において、建築後10年以上を経過しているもの 

(3) 賃貸を目的としないもの 

（補助対象工事等） 

第５条 補助金の交付の対象となるリフォーム工事等（以下「補助対象工事」という。）は、

次の各号のいずれにも該当する工事とする。 

(1) 町内業者が施工する工事で、補助対象工事に要する費用（消費税及び地方消費税相

当額を含む。）の合計額（以下「補助対象費用」という。）が20万円以上であること。

ただし、別表第２に掲げる費用を除く。 

(2) 自然災害（暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震その他異常な自然現象により生じる被害

をいう。）により被災した住宅の修繕を目的とする工事でないこと。 

(3) 建築基準法（昭和25年法律第201号）その他の法律に違反しない工事であること。 

２ 次のいずれかに該当する工事は、補助の対象としない。 

(1) 公共工事の施工に伴う補償の対象となる工事 

(2) 補助対象者が、自ら工事関連資材を購入し施工する工事 

(3) その他町長が不適当と認める工事 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象費用の100分の20に相当する額（その額に1,000円未満の

端数があるときはこれを切り捨てた額）とし、20万円を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、併用住宅であって屋根及び外壁その他建築物全体に係る補助

対象工事を行うときの補助金の額は、当該補助対象費用に住宅部分の床面積を建築物全体

の床面積で除して得た値を乗じて算出された額の100分の20に相当する額（その額に

1,000円未満の端数があるときはこれを切り捨てた額）とし、20万円を上限とする。 
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３ 第２項の補助金は、同一補助対象住宅及び同一補助対象者について１回を限度とし、予

算の範囲内で交付する。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象工事の

着手前に市貝町住宅リフォーム支援補助金交付申請書（様式第１号）に別表第３に掲げる

書類を添付し、町長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第８条 町長は前条の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、補助金の交付の可否

を決定し、市貝町住宅リフォーム支援補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）に

より、当該申請者に通知するものとする。 

（変更又は中止） 

第９条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が、

変更又は中止の申請を行うときは、市貝町住宅リフォーム支援補助事業変更（中止）承認

申請書（様式第３号）に第７条に掲げる書類のうち町長が指示する書類を添付して町長に

提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請により交付決定の内容を変更したときは、市貝町住宅リフォーム支

援補助金変更交付決定通知書（様式第４号）により、中止を認めるときはその旨を交付決

定通知者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第10条 交付決定者は、補助対象工事が完了したときは、市貝町住宅リフォーム支援補助

事業完了実績報告書（様式第５号）に別表第４に掲げる書類を添付して、町長に提出しな

ければならない。 

２ 前項に規定する報告は、補助対象工事の完了日から30日以内又は当該交付決定の日の

属する年度の２月末日いずれか早い日までに行わなければならない。 

（額の確定） 

第11条 町長は、前条第１項の規定により提出された報告書を審査し、必要に応じて現地

調査を行い、当該補助対象工事が適正に実施されていると認めたときは、補助金の交付額

を確定し、市貝町住宅リフォーム支援補助金交付額確定通知書（様式第６号）により当該

交付決定者に通知するものとする。 

（請求） 

第12条 交付決定者は、前条の通知を受けた後、市貝町住宅リフォーム支援補助金交付請
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求書（様式第７号）に市貝町住宅リフォーム支援補助金交付額確定通知書の写しを添付し、

町長に請求するものとする。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第13条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決

定の全額又は一部を取消し、又は既に交付した補助金について期限を定めてその返還を命

ずることができる。 

(1) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付決定又は補助金の交付を受けたことが明

らかになったとき。 

(2) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるとき。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取消したときは、市貝町住宅リフォーム

支援補助金交付決定取消し通知書（様式第８号）により、交付決定者に通知するものとす

る。 

３ 町長は、第１項の規定により補助金の返還を命ずるときは、市貝町住宅リフォーム支援

補助金返還命令書（様式第９号）によるものとする。 

（その他） 

第14条 この要綱で定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

制定文 抄 

平成30年４月１日から適用する。 

改正文（平成31年３月15日告示第９号）抄 

平成31年４月１日から適用する。 

別表第１（第２条関係） 

工事の種類 工事の内容 備考 

増築工事 既存の住宅部分に加えて新たに住宅部分を建築し、又は既

存の住宅部分以外の部分を住宅部分に変更することによ

り、住宅部分の床面積を増加させる工事。ただし、既存の

住宅が存する敷地に別の住宅を新築する工事を除く。 

工事に付帯する

実施設計業務及

び工事監理業務

を含む 

改築工事 既存の住宅部分の一部を取り壊し、その部分に住宅部分を

改めて建築する工事 

 

減築工事 既存の住宅の一部を取り壊し、住宅の床面積を減少させる

工事 
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改修工事 既存の住宅の全部又は一部を模様替え又は修繕する工事

で、次に掲げるもの 

(1) 住宅の安全性を高める工事 

(2) 住宅の耐久性を高める工事 

(3) 住宅の居住性を高める工事 

(4) 住宅の機能性を高める工事 

(5) 地域の特性に応じた工事 

(6) その他町長が必要と認める工事 

 

別表第２（第５条関係） 

(1) 市貝町木造住宅耐震改修等補助金交付要綱（平成20年告示第44号）に基づく耐震改修

等工事費補助金の交付を受ける場合は、耐震改修等工事費（当該耐震改修等の設計費

及び工事費及び工事監理費を含む。）に要する費用 

(2) 市貝町障害者日常生活用具給付事業実施要項（平成18年告示第41号）の交付を受けて

住宅を改修する場合は、その対象工事に要する費用 

(3) 市貝町老人日常生活用具給付事業実施要項（平成2年告示第28号）の交付を受けて住

宅を改修する場合は、その対象工事に要する費用 

(4) 介護保険法（平成9年法律第123号）に基づく居宅介護住宅改修費の支給を受ける場合

は、その住宅改修に要する費用 

(5) 市貝町住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱（平成22年告示第22号）に基

づく補助金を受ける場合は、設置に要する費用 

(6) 市貝町合併浄化槽設置費補助金交付要綱（昭和63年告示第23号）に基づく補助金の交

付を受ける場合は、設置に要する費用 

別表第３（第７条関係） 

添付書類の種類 備考 

(1) 住宅リフォーム工事等計算書  

(2) 住民票  

(3) 家屋所有証明書又は納税通知書又は登記事項証明書 発行日から3ヶ月以内のもの 

(4) 町税等の完納証明書 同居する18歳以上の世帯全

員（学生は除く） 

 住宅リフォーム工事等に係る図面  
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(5) ・位置図（住宅地図等を使用したもの）  

 ・平面図（補助対象部分と非対称部分を明示した図面） 軽微なものは省略できる 

(6) 住宅リフォーム工事等に係る写真 

・2面以上の住宅全体の外観写真 

・住宅リフォーム工事部分の施工前の現況写真 

 

(7) 住宅リフォーム工事等に係る見積書の写し 

・工事費見積書 

・設計委託費見積書 

・工事監理費見積書 

・町内業者が見積もったもの

に限る 

・補助部分と非対称部分を明

らかにしたもの 

別表第４（第10条関係） 

添付書類の種類 備考 

(1) 住宅リフォーム工事等に係る契約書（請書）の写し 

・工事請負契約書 

・設計業務委託契約書 

・工事監理業務委託契約書 

 

(2) 住宅リフォーム工事等に係る請求書の写し 

・工事代金請求書 

・設計業務委託代金請求書 

・工事監理業務委託代金請求書 

補助対象部分と非対称部分

を明らかにしたもの 

(3) 住宅リフォーム工事等に係る領収書又は振込依頼書の写

し 

・工事代金の領収書又は振込依頼書 

・設計業務委託代金の領収書又は振込依頼書 

・工事監理業務委託代金の領収書又は振込依頼書 

 

(4) 住宅リフォーム工事等に係る部分の施工中及び施工後の

写真 

 

(5) 建築基準法第7条又は第7条の2の規定による検査済証 必要な場合 

（10m3以上の増改築） 

(6) その他町長が必要と認めるもの  
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様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第８条関係） 

様式第３号（第９条関係） 

様式第４号（第９条関係） 

様式第５号（第10条関係） 

様式第６号（第11条関係） 

様式第７号（第12条関係） 

様式第８号（第13条関係） 

様式第９号（第13条関係） 

別紙 

 


